
 
 
 
 
 

 

 
 
   

 

 

 
   

 
   

   

 
   

   

   

   

   

 
   

   

 
 

(％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率) 
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(百万円未満切捨て)

１．平成24年３月期の連結業績（平成23年４月１日～平成24年３月31日）
（１）連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年３月期 16,975 8.3 △148 ― △38 ― 124 △53.2
23年３月期 15,673 11.6 245 ― 379 ― 265 ―

(注) 包括利益 24年３月期 377百万円( 46.5％) 23年３月期 257百万円( ―％)

１株当たり 
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり 
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

24年３月期 3.21 ― 1.0 △0.2 △0.9
23年３月期 6.86 ― 2.1 1.9 1.6

(参考) 持分法投資損益 24年３月期 ―百万円 23年３月期 ―百万円

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1 株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

24年３月期 20,130 12,880 64.0 332.61
23年３月期 19,933 12,619 63.3 325.84

(参考) 自己資本 24年３月期 12,880百万円 23年３月期 12,619百万円

（３）連結キャッシュ・フローの状況
営業活動による 

キャッシュ・フロー
投資活動による

キャッシュ・フロー
財務活動による

キャッシュ・フロー
現金及び現金同等物

期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

24年３月期 602 △695 △153 2,549
23年３月期 1,040 △736 △140 2,796

２．配当の状況

年間配当金 配当金総額 
(合計)

配当性向 
(連結)

純資産
配当率 
(連結)第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

23年３月期 ― 0.00 ― 3.00 3.00 116 43.7 0.9
24年３月期 ― 0.00 ― 3.00 3.00 116 93.4 0.9

25年３月期(予想) ― 0.00 ― 3.00 3.00 38.7

３．平成25年３月期の連結業績予想（平成24年４月１日～平成25年３月31日）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 9,600 9.1 △40 ― △20 ― △30 ― △0.77
通 期 19,000 11.9 180 ― 240 ― 300 141.2 7.75



  

 

   

   

   

   

   

   

 

   

   

   

（２）個別財政状態 

 
   

   

   

   

 
(％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率) 

   

   

 

   

 

※ 注記事項

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) ： 無

  新規 ―社 ( ) 、除外 ―社 ( )

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 24年３月期 41,207,730株 23年３月期 41,207,730株

② 期末自己株式数 24年３月期 2,483,341株 23年３月期 2,477,792株

③ 期中平均株式数 24年３月期 38,726,587株 23年３月期 38,735,165株

(参考) 個別業績の概要
１．平成24年３月期の個別業績（平成23年４月１日～平成24年３月31日）
（１）個別経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年３月期 16,923 8.6 △154 ― △44 ― 126 △51.9
23年３月期 15,590 12.3 236 ― 373 ― 262 ―

１株当たり当期純利益
潜在株式調整後

１株当たり当期純利益

円 銭 円 銭

24年３月期 3.26 ―
23年３月期 6.78 ―

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

24年３月期 20,107 12,873 64.0 332.43
23年３月期 19,911 12,610 63.3 325.61

(参考) 自己資本 24年３月期 12,873百万円 23年３月期 12,610百万円

２．平成25年３月期の個別業績予想（平成24年４月１日～平成25年３月31日）

売上高 経常利益 当期純利益 １株当たり当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 9,570 9.1 △20 ― △30 ― △0.77
通 期 18,940 11.9 240 ― 300 137.7 7.75

※ 監査手続の実施状況に関する表示
・この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品

取引法に基づく財務諸表の監査手続は終了していません。

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の
関連事項については、添付資料３ページ「次期の見通し」をご覧ください。
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①当期の経営成績 

当連結会計年度における日本経済は、震災及び原発事故の影響による深刻な状況が続く中、景気はサ

プライチェーンの立て直しが進み一旦持ち直しの動きを見せたものの、復興の遅れや欧州債務危機等に

よる海外景気の下振れと円高により総じて低調に推移いたしました。 

 化学業界におきましても、震災や原発事故、タイの洪水被害の影響等により需要は停滞しており、加

えて原料価格が高騰する厳しい事業環境となりました。 

 このような状況下、当社グループはお客様への製品の安定供給、既存製品及び新規製品の拡販、原料

価格の高騰に対処した適正な価格水準の確保に取り組んでまいりました。しかしながら売上高の大部分

を占める化学品事業において、震災や原発事故、夏季電力使用制限の影響等により多くの製品において

減販、減産を余儀なくされました。 

 その結果、当連結会計年度における経営成績は、販売数量は第１四半期には震災関連需要の増加が見

られましたが全体として減少し、一方、原料価格の高騰に対処して製品価格を是正した結果、売上高は

16,975百万円（前年度比1,301百万円増収・8.3％増）と増収となりました。損益面では販売数量の減

少、設備稼働率の低下による固定費負担の増加及び一部の主原料価格の高騰の影響により営業損失は

148百万円（前年度は245百万円の営業利益）、経常損失は38百万円（前年度は379百万円の経常利益）

と大幅な減益となりました。 

 なお、当期純利益につきましては、原発事故に起因した営業損害に対する東京電力からの補償金187

百万円を特別利益に計上した結果、124百万円（前年度比141百万円減益・53.2％減）となりました。 

  

（セグメント別の概況） 

○ 化学品事業 

・有機酸製品 

 無水フタル酸は販売数量が減少したものの原料価格の高騰に対処した製品価格の是正を行った結

果、増収となりました。 

 その他の有機酸につきましては、コハク酸及びフマル酸は前年度並の売上となりました。 

・有機酸系誘導品 

 可塑剤は販売数量の増加並びに原料価格の高騰に対処した製品価格の是正により増収となりまし

た。 

 マキシモール®は原料価格の高騰に対処した製品価格の是正により増収となりました。 

・キノン系製品 

 パルプ蒸解助剤ＳＡＱ®は震災の影響により販売数量が減少し減収となりました。アントラキノンは

震災の影響により減産となったため販売数量が減少し、加えて輸出においては円高の影響も受け減収

となりました。ナフトキノン及び脱硫触媒ＮＱＳ®は、販売数量が減少し減収となりました。農薬原体

アセキノシルは原発事故の影響により大幅な減収となりました。 

  

 以上の結果、化学品事業全体としての売上高は16,923百万円（前年度比1,333百万円増収・8.6％

増）、営業損失は154百万円（前年度は236百万円の営業利益）となりました。 

  

１．経営成績

（１）経営成績に関する分析
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○ その他の事業 

 その他の事業につきましては、業務受託量が減少したため売上高は51百万円（前年度比31百万円減

収・38.1％減）、営業損失は0百万円（前年度は0百万円の営業利益）となりました。 

  

②次期の見通し 

平成24年度の経営環境につきましては、復興需要の本格化に伴う公共投資、設備投資、住宅投資等内

需の増加が牽引役となり景気は徐々に上向くことが期待されるものの、化学業界をはじめ製造業におい

ては震災や原発事故、円高の昂進等に起因した国内空洞化の進行等が懸念されております。 

 当社グループにつきましては、今春から実施された電力料金の大幅値上げや原料価格の高騰等の収益

圧迫要因に加え、夏場の電力需給状況の如何によっては再び減産対応が求められる懸念も払拭されてお

らず楽観視できない情勢にありますが、当連結会計年度の業績に多大なる影響を与えた震災や原発事故

等の特殊要因については解消に向かっていくことが想定されます。 

 当社グループは、既存製品の拡販のみならず新規用途分野への展開、新規製品の上市、原料価格の高

騰に対処した適正な価格水準の確保、安全・安定操業の継続並びに省エネルギー活動の一層の推進等に

取り組んでまいります。 

  

 次期の連結業績見通しにつきましては、売上高19,000百万円、営業利益180百万円、経常利益240百万

円、当期純利益300百万円を見込んでおります。 

 なお、次期におきましても、当連結会計年度に引き続き原発事故に関連した東京電力からの補償金を

特別利益として計上することを織り込んでおります。 
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① 資産、負債及び純資産の状況 

 当連結会計年度末における総資産は20,130百万円となり、前連結会計年度末に比べ197百万円増

加いたしました。 

 流動資産は、主に短期貸付金は減少しましたが、商品及び製品が増加したことにより、前連結会

計年度末に比べ416百万円増加し、9,913百万円となりました。 

 固定資産は、主に有形固定資産（機械装置及び運搬具）の減少により、前連結会計年度末に比べ

219百万円減少し、10,216百万円となりました。 

 当連結会計年度末における負債合計は7,250百万円となり、前連結会計年度末に比べ63百万円減

少いたしました。 

 流動負債は、主に支払手形及び買掛金が増加したことにより、前連結会計年度末に比べ128百万

円増加し、3,938百万円となりました。 

 固定負債は、主に税制改正に伴う実効税率の見直しによって繰延税金負債が減少したことによ

り、前連結会計年度末に比べ191百万円減少し、3,312百万円となりました。 

 当連結会計年度末における純資産は12,880百万円となり、前連結会計年度末に比べ260百万円増

加いたしました。 

 株主資本は、主に配当金の支払いによる減少要因はありましたものの、当期純利益124百万円の

計上により利益剰余金が増加したため、前連結会計年度末に比べ7百万円増加し、9,673百万円とな

りました。 

 その他の包括利益累計額は、主に税制改正に伴う実効税率の見直しによって土地再評価差額金が

増加したことにより、前連結会計年度末に比べ252百万円増加し、3,206百万円となりました。 

② 当連結会計年度のキャッシュ・フロー 

 当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比

べ246百万円減少し、当連結会計年度末には2,549百万円となりました。 

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（イ）営業活動によるキャッシュ・フロー 

 営業活動の結果得られた資金は602百万円（前連結会計年度比42.1%減）となりました。 

 収入の主な内訳は、税金等調整前当期純利益143百万円、減価償却費837百万円、仕入債務の増

加152百万円であり、支出の主な内訳は、売上債権の増加171百万円、たな卸資産の増加520百万

円であります。 

（ロ）投資活動によるキャッシュ・フロー 

 投資活動の結果使用した資金は695百万円（前連結会計年度比5.6%減）となりました。 

 支出の主な内訳は、有形固定資産の取得による支出650百万円、有形固定資産の除却による支

出27百万円であります。 

（ハ）財務活動によるキャッシュ・フロー 

 財務活動の結果使用した資金は153百万円（前連結会計年度比9.2%増）となりました。 

 支出の主な内訳は、配当金の支払額116百万円、リース債務の返済による支出35百万円であり

ます。 

（２）財政状態に関する分析
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(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

  

 
  ・自己資本比率 ： 自己資本／総資産 

  ・時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

 １．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

 ２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数（自己株式を除く）により算出しております。 

 ３．「キャッシュ・フロー対有利子負債比率」「インタレスト・カバレッジ・レシオ」の各指標については、有利子負

債及び利息支払額が少額のため、記載を省略しております。 

  

当社は、配当につきましては、業績及び内部留保を考慮しつつ、安定配当を維持・継続していくこと

を基本としております。 

 内部留保資金につきましては、新規事業の育成・設備投資等、今後の企業体質の強化のために有効に

活用してまいる所存であります。 

 当期の配当につきましては、当期の業績は「（１）経営成績に関する分析」に記載の通り厳しい結果

となりましたが、次期の業績は当期純利益300百万円を見込んでいることから、期首の予定通り期末配

当３円（年間３円）とし６月28日開催予定の定時株主総会に提案させていただく予定であります。 

 次期の配当につきましては、期末配当３円（年間３円）を予定しております。 

  

平成20年3月期 平成21年3月期 平成22年3月期 平成23年3月期 平成24年3月期

自己資本比率 60.5 66.3 64.4 63.3 64.0

時価ベースの自己資本比率 30.4 17.3 24.6 25.5 21.5

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当
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当社グループの経営成績及び財務状況等に影響を及ぼすリスクには以下のようなものがあります。 

（事業全般） 

 当社グループの事業のうち、当連結会計年度における化学品事業の外部売上高の連結売上高に占め

る割合は99.7％であります。 

 当該化学品事業の主要製品であります無水フタル酸は、その原料に石油系のオルソキシレンを使用

しております。オルソキシレンの価格は原油及びナフサ価格の上昇や製品需給の逼迫等に伴い上昇す

るため、この上昇分を製品価格に転嫁できない場合には業績に影響を与える可能性があります。ま

た、キノン系製品はその原料に石炭系のナフタレンや石油系のブタジエンを使用しております。これ

らの価格は、原油及び原料炭の上昇や製品需給の逼迫に伴い上昇するため、この上昇分を製品価格に

転嫁できない場合には業績に影響を与える可能性があります。 

（為替） 

 主要原料であるオルソキシレンは、サプライヤーが海外から原油及びナフサを調達して精製してい

ることから、為替の変動がオルソキシレン価格に反映されるため、為替の変動如何によっては、業績

に影響を与える可能性があります。 

（事故・災害） 

 当社グループは、レスポンシブル・ケア活動の実施を宣言し、「環境・安全」の確保を事業活動の

大前提におき、環境保全、保安防災に向けた活動を取り進めております。しかしながら、当社グルー

プの事業所は神奈川県川崎市に集中していることから、同地区において大規模地震等の自然災害、設

備事故、火災等の操業を中断する事象が発生した場合には、業績に甚大な影響を与える可能性があり

ます。 

（製品の瑕疵） 

 当社グループは、お客様に満足していただける製品を提供するため、国際的な品質マネジメント規

格であるISO9001に従って各種製品を製造、販売しており、品質管理体制には万全を期しております。

しかしながら、当社製品は、工業、食品添加物向け等の中間原料として多方面に販売していることか

ら、当社製品の瑕疵によりお客様に甚大な損害を与えた場合には、業績に影響を与える可能性があり

ます。 

（新規製品開発） 

 当社グループは、「機能化学品の川崎化成への進化」を目指し、キノン系製品の誘導品を始めとす

る高機能商品の開発、商品化を進めております。しかしながら、技術開発と商品化のスピードが市

場・顧客の技術革新のスピードやニーズの急激な変化に対応できなかった場合には、業績に影響を与

える可能性があります。 

（法規制） 

 当社グループが行っている事業活動は、環境、安全関連をはじめ各種の法規制の適用を受けるた

め、企業倫理憲章の制定、教育による意識向上、報告相談窓口の設置等の取り組みによりコンプライ

アンスの確保に努めております。しかしながら、規制が強化、変更された場合にはその対応のためコ

ストの増加等につながり、業績に影響を与える可能性があります。また、これらの規制を遵守できな

かった場合には事業活動が制限される可能性があります。  

（４）事業等のリスク
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 当社グループ（当社及び連結子会社１社）及びその他の関係会社三菱化学㈱は、化学品事業を主な内容と

し、併せてこれに関連する事業活動を行っております。その事業内容と事業に係る各社の位置づけ及び事業

の種類別セグメントとの関連は次のとおりであります。 

  

 

 
  

事業の系統図は次のとおりであります。 

  

  

 

２．企業集団の状況

（１）化学品事業………… 当社は、有機酸製品、有機酸系誘導品及びキノン系製品の製造、販売を

行っており、その他の関係会社三菱化学㈱から原料の一部を購入し、製

品の一部を同社へ販売しております。

（２）その他の事業……… 子会社カワカ産業㈱は、施設の管理運営、警備、その他のサービスを行

っており、同社は、当社の施設管理、警備、構内諸作業等を行っており

ます。
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当社は、企業理念を「常に技術の向上に努め、皆様に満足していただける製品を提供し、化学工業を

通じて社会に貢献します」と定め、経営各般にわたる競争力の強化に努め、事業の拡大と収益力の強化

を図り、株主、お客様、取引先、社員及び地域社会に貢献していくことを経営の基本方針としておりま

す。 

当社は上記の経営の基本方針に基づき、ステークホルダーから見た企業価値を増大することが重要で

あると考え、ＲＯＡ（総資産経常利益率）を経営指標として採用しております。 

 「機能化学品の川崎化成への進化」を達成するべく平成23年４月からスタートした新中期経営計画で

は、計画最終年度の平成27年度は経常利益14億円、ＲＯＡ６％の達成を目標としてまいります。 

中期的には外部環境の変化に大きく左右されない経営基盤を構築するため、世界唯一のナフトキノン

メーカーという当社の強みを活かしユニークで新しいキノン系誘導品の活用を中心とする機能化学品事

業の早期戦力化により、中期経営計画のコンセプトである「機能化学品の川崎化成への変革」を実現し

てまいる所存であります。 

 中期経営計画１年目となった平成23年度は、震災や原発事故の影響等もあり遺憾ながら利益目標を大

きく下回る厳しいスタートとなりましたが、その一方で機能化学品の市場開発は一歩ずつ着実に進展し

ております。 

 特に連鎖移動剤キノエクスター®シリーズは、優れた重合調整能力を有する新製品であり、年初から新

聞発表やホームページを活用し市場開発を推進しておりますが、平成24年度は新グレードである「反応

性連鎖移動剤」をお客様に対し提案してまいります。 

 新規機能化学品の量産試作・本格製造が可能なマルチプラント建設については、先ずは既存設備の有

効活用で対応することとし、そのために必要不可欠な設備を先行して設置する段階投資の検討を進めて

まいります。 

 コハク酸及びマキシモール®につきましては、お客様のニーズに応えられるよう需要動向を見極め、機

会を逸することなく生産能力の増大を実現してまいります。 

 加えて、無水フタル酸やパルプ蒸解助剤ＳＡＱ®に代表される「汎用化学品」につきましても引き続き

安全・安定操業によるフル生産・フル販売の継続、運転条件の最適化等に取り組んでまいります。 

 これら諸施策の実現により基本コンセプトである「機能化学品の川崎化成への進化」を名実共に実現

してまいります。 

３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

（２）目標とする経営指標

（３）中長期的な会社の経営戦略及び会社の対処すべき課題
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４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 292 470

受取手形及び売掛金 4,651 4,823

商品及び製品 886 1,701

仕掛品 444 190

原材料及び貯蔵品 509 469

繰延税金資産 132 110

短期貸付金 2,503 2,079

その他 76 69

貸倒引当金 △0 △0

流動資産合計 9,497 9,913

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 3,826 3,976

減価償却累計額及び減損損失累計額 △2,091 △2,233

建物及び構築物（純額） 1,735 1,742

機械装置及び運搬具 16,897 17,279

減価償却累計額及び減損損失累計額 △14,962 △15,536

機械装置及び運搬具（純額） 1,935 1,742

土地 5,862 5,862

建設仮勘定 16 38

その他 743 755

減価償却累計額及び減損損失累計額 △668 △695

その他（純額） 75 60

有形固定資産合計 9,624 9,446

無形固定資産   

リース資産 211 177

その他 13 25

無形固定資産合計 224 203

投資その他の資産   

投資有価証券 511 496

繰延税金資産 7 4

その他 67 66

投資その他の資産合計 586 567

固定資産合計 10,436 10,216

資産合計 19,933 20,130
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 2,351 2,503

短期借入金 100 100

未払費用 593 626

未払法人税等 13 21

賞与引当金 174 173

修繕引当金 74 58

災害損失引当金 31 －

その他 469 454

流動負債合計 3,809 3,938

固定負債   

リース債務 176 142

再評価に係る繰延税金負債 1,955 1,704

繰延税金負債 130 107

退職給付引当金 979 1,073

役員退職慰労引当金 45 63

資産除去債務 216 220

固定負債合計 3,503 3,312

負債合計 7,313 7,250

純資産の部   

株主資本   

資本金 6,282 6,282

資本剰余金 2,549 2,549

利益剰余金 1,233 1,242

自己株式 △399 △400

株主資本合計 9,666 9,673

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 122 123

土地再評価差額金 2,831 3,082

その他の包括利益累計額合計 2,953 3,206

純資産合計 12,619 12,880

負債純資産合計 19,933 20,130
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
 連結損益計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

売上高 15,673 16,975

売上原価 13,264 15,000

売上総利益 2,409 1,975

販売費及び一般管理費   

販売費 845 770

一般管理費 1,318 1,353

販売費及び一般管理費合計 2,163 2,123

営業利益又は営業損失（△） 245 △148

営業外収益   

受取利息 8 5

受取配当金 19 15

不動産賃貸料 46 38

受取保険金 1 38

助成金収入 － 16

その他 76 11

営業外収益合計 152 126

営業外費用   

支払利息 1 1

固定資産処分損 7 8

休止固定資産保険料 1 1

その他 7 3

営業外費用合計 17 16

経常利益又は経常損失（△） 379 △38

特別利益   

受取補償金 － 187

特別利益合計 － 187

特別損失   

災害による損失 106 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 82 －

投資有価証券評価損 － 2

事業撤退損 － 2

特別損失合計 189 5

税金等調整前当期純利益 190 143

法人税、住民税及び事業税 3 3

法人税等調整額 △78 15

法人税等合計 △75 19

少数株主損益調整前当期純利益 265 124

当期純利益 265 124
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 連結包括利益計算書 
(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日
 至 平成24年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 265 124

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △8 1

土地再評価差額金 － 251

その他の包括利益合計 △8 252

包括利益 257 377

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 257 377

少数株主に係る包括利益 － －
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（３）連結株主資本等変動計算書 
（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日
 至 平成24年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 6,282 6,282

当期末残高 6,282 6,282

資本剰余金   

当期首残高 2,549 2,549

当期変動額   

自己株式の処分 △0 －

当期変動額合計 △0 －

当期末残高 2,549 2,549

利益剰余金   

当期首残高 1,084 1,233

当期変動額   

剰余金の配当 △116 △116

当期純利益 265 124

当期変動額合計 149 8

当期末残高 1,233 1,242

自己株式   

当期首残高 △398 △399

当期変動額   

自己株式の取得 △1 △0

自己株式の処分 0 －

当期変動額合計 △1 △0

当期末残高 △399 △400

株主資本合計   

当期首残高 9,517 9,666

当期変動額   

剰余金の配当 △116 △116

当期純利益 265 124

自己株式の取得 △1 △0

自己株式の処分 0 －

当期変動額合計 148 7

当期末残高 9,666 9,673
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 130 122

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △8 1

当期変動額合計 △8 1

当期末残高 122 123

土地再評価差額金   

当期首残高 2,831 2,831

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － 251

当期変動額合計 － 251

当期末残高 2,831 3,082

その他の包括利益累計額合計   

当期首残高 2,961 2,953

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △8 252

当期変動額合計 △8 252

当期末残高 2,953 3,206

純資産合計   

当期首残高 12,479 12,619

当期変動額   

剰余金の配当 △116 △116

当期純利益 265 124

自己株式の取得 △1 △0

自己株式の処分 0 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △8 252

当期変動額合計 140 260

当期末残高 12,619 12,880
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 
（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日
 至 平成24年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 190 143

減価償却費 778 837

受取補償金 － △187

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 82 －

賞与引当金の増減額（△は減少） 4 △1

修繕引当金の増減額（△は減少） 12 △15

退職給付引当金の増減額（△は減少） 25 94

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 18 18

災害損失引当金の増減額（△は減少） 31 △31

受取利息及び受取配当金 △27 △20

支払利息 1 1

有形固定資産除却損 6 1

投資有価証券評価損益（△は益） － 2

売上債権の増減額（△は増加） △547 △171

たな卸資産の増減額（△は増加） △1 △520

その他の流動資産の増減額（△は増加） 5 7

仕入債務の増減額（△は減少） 519 152

その他の流動負債の増減額（△は減少） △86 87

その他 7 2

小計 1,019 400

利息及び配当金の受取額 27 20

利息の支払額 △1 △1

法人税等の支払額 △4 △3

補償金の受取額 － 187

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,040 602

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △767 △650

有形固定資産の売却による収入 687 －

有形固定資産の除却による支出 △644 △27

無形固定資産の取得による支出 △12 △16

その他 △0 △0

投資活動によるキャッシュ・フロー △736 △695

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の増減額（△は増加） △1 △0

配当金の支払額 △116 △116

リース債務の返済による支出 △23 △35

財務活動によるキャッシュ・フロー △140 △153

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 163 △246

現金及び現金同等物の期首残高 2,632 2,796

現金及び現金同等物の期末残高 2,796 2,549
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該当事項はありません。 

  

１ 連結の範囲に関する事項 

子会社、カワカ産業㈱を連結の範囲に含めております。 

２ 持分法の適用に関する事項 

持分法を適用している会社はありません。 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の決算日と連結決算日は一致しております。 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの      

期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定) 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

② たな卸資産 

総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法） 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法(一部の製造部門の機械及び装置は定額法)によっております。 

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備は除く)については、定額法によってお

ります。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。  

建物          ７年～４７年  

構築物        ７年～４５年  

機械及び装置  ８年 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法によっております。 

なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 

また、自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法によって

おります。 

③ リース資産  

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

なお、リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のものについては、通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっております。 

（５）継続企業の前提に関する注記

（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項
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(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

② 賞与引当金 

従業員の賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 

③ 修繕引当金 

主要な機械装置等にかかる定期修繕費用の支出に備えるため、次回の定期修繕に要する費用見積額を

基礎として、当連結会計年度に負担すべき金額を引当計上しております。    

④ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき計上しております。 

なお、過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(５年)による定額

法により費用処理しております。 

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(５年)

による定額法により発生の翌連結会計年度から費用処理しております。 

⑤ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当連結会計年度末要支給額を計上しておりま

す。 

(4) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ

月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 

(5) その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理の方法 

税抜方式によっております。 

  

当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び

誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤

謬の訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用し

ております。 

  

（７）追加情報
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１ 報告セグメントの概要 

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能で

あり、取締役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となって

いるものであります。 

当社は化学品事業を、当社の連結子会社はこれに関連する事業を行っており、化学品事業においては

当社が、関連する事業においては当社の連結子会社がそれぞれ包括的な戦略を立案し、事業活動を展開

しております。 

従って、当社グループは化学品事業、これに関連する事業から構成されており、「化学品事業」及び

「その他の事業」の２つを報告セグメントとしております。「化学品事業」は有機酸製品、有機酸系誘

導品及びキノン系製品の製造、販売を行っており、「その他の事業」は施設の管理運営、警備、その他

のサービスを行っております。 

  

２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成の基本となる重要な事項」

における記載と概ね同一であります。 

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。 

セグメント間の内部利益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。 

  

（８）連結財務諸表に関する注記事項

(セグメント情報等)

(セグメント情報)
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３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

  前連結会計年度(自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日) 

 
(注) １．調整額は、以下のとおりであります。 

 (1)セグメント利益の調整額８百万円は、グループ内設備取引に係る未実現利益実現等によるものであります。

 (2)セグメント資産の調整額△29百万円は、主にグループ内設備取引に係る消去であります。 

 (3)セグメント負債の調整額△11百万円は、債務の相殺消去であります。 

 (4)減価償却費の調整額△８百万円は、グループ内設備取引に係る未実現利益実現によるものであります。 

２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

(単位：百万円)

報告セグメント
調整額 
(注)１

連結財務諸表
計上額(注)２

化学品事業 その他の事業 計

売上高

  外部顧客への売上高 15,590 83 15,673 ― 15,673

  セグメント間の内部 
  売上高又は振替高

― 115 115 △115 ―

計 15,590 198 15,789 △115 15,673

セグメント利益 236 0 236 8 245

セグメント資産 19,888 74 19,962 △29 19,933

セグメント負債 7,300 25 7,325 △11 7,313

その他の項目

  減価償却費 839 1 840 △8 831

  有形固定資産及び 
  無形固定資産の増加額

1,262 ― 1,262 △0 1,262
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  当連結会計年度(自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日) 

 
(注) １．調整額は、以下のとおりであります。 

 (1)セグメント損失(△)の調整額６百万円は、グループ内設備取引に係る未実現利益実現等によるものでありま

す。 

 (2)セグメント資産の調整額△23百万円は、主にグループ内設備取引に係る消去であります。 

 (3)セグメント負債の調整額△10百万円は、債務の相殺消去であります。 

 (4)減価償却費の調整額△６百万円は、グループ内設備取引に係る未実現利益実現によるものであります。 

２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

(単位：百万円)

報告セグメント
調整額 
(注)１

連結財務諸表
計上額(注)２

化学品事業 その他の事業 計

売上高

  外部顧客への売上高 16,923 51 16,975 ― 16,975

  セグメント間の内部 
  売上高又は振替高

0 125 125 125 ―

計 16,923 176 17,100 125 16,975

セグメント損失(△) △154 △0 △155 6 △148

セグメント資産 20,084 70 20,154 △23 20,130

セグメント負債 7,234 27 7,261 △10 7,250

その他の項目

  減価償却費 837 0 838 △6 831

  有形固定資産及び 
  無形固定資産の増加額

639 1 640 △0 640
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前連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

１  製品及びサービスごとの情報 

   セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

  

２  地域ごとの情報 

(1) 売上高 

 
 (注) 売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。 

  

(2) 有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超える

ため、記載を省略しております。 

  

３  主要な顧客ごとの情報 

 
  

(関連情報)

(単位：百万円)

日本 アジア 北米 その他 合計

13,894 1,220 428 131 15,673

(単位：百万円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

㈱ジェイ・プラス 7,754 化学品事業

オー・ジー㈱ 1,006 化学品事業
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当連結会計年度(自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日) 

１  製品及びサービスごとの情報 

   セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

  

２  地域ごとの情報 

(1) 売上高 

 
 (注) 売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。 

  

(2) 有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超える

ため、記載を省略しております。 

  

３  主要な顧客ごとの情報 

 
  

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

(単位：百万円)

日本 アジア 北米 その他 合計

15,390 1,063 418 102 16,975

(単位：百万円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

㈱ジェイ・プラス 9,196 化学品事業

オー・ジー㈱ 935 化学品事業

(報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報)

(報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報)

(報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報)
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１株当たり純資産額並びに１株当たり当期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  

 
  

  該当事項はありません。 

  

  

(１株当たり情報)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

 
１株当たり純資産額 325.84円 １株当たり純資産額 332.61円

前連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日)

 
１株当たり当期純利益 6.86円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式がないため、記載しておりません。

 
１株当たり当期純利益 3.21円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式がないため、記載しておりません。

 

算定上の基礎  

連結損益計算書上の当期純利益 265百万円

普通株式に係る当期純利益 265百万円

 普通株主に帰属しない金額の主要な内訳

 該当事項はありません。

普通株式の期中平均株式数      38,735,165株

 

算定上の基礎  

連結損益計算書上の当期純利益 124百万円

普通株式に係る当期純利益 124百万円

 普通株主に帰属しない金額の主要な内訳

該当事項はありません。

普通株式の期中平均株式数      38,726,587株

(重要な後発事象)
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本内容につきましては、平成24年４月２日に社外発表済みであります。 

  

（１）新任取締役候補者 

 
  

（２）新任監査役候補者 

 
  

（３）退任予定取締役 

 
  

（４）退任予定監査役 

 
  

（５）取締役及び監査役の担当業務等の変更 

 
                                    以上 

５．その他

 役員の異動（平成24年６月28日就任予定）

氏名 新 現

宮﨑 隆盛 常務取締役 生産部門長 生産部門長

中里 隆一
取締役 生産部門 副部門長
 兼 川崎工場長

生産部門 副部門長
 兼 川崎工場長

大坪 孝幸
取締役 経営管理部門長 
 兼 総務人事部長

理事 経営管理部門長
 兼 総務人事部長

遠藤  剛
取締役（非常勤・社外取締役）
（三菱化学㈱ 理事 
 石化企画管理部門長のまま）

三菱化学㈱
 石化企画管理部門長

氏名 新 現

北坂 昌二 常勤監査役（社外監査役） 三菱化学㈱ 監査室

門馬 正明
監査役（非常勤・社外監査役）
（三菱化学㈱ 化学品本部  
 化学品事業室長のまま）

三菱化学㈱ 化学品本部
 化学品事業室長

氏名 新 現

日沖 克彦 顧問 取締役 社長特命事項担当

梅葉 芳弘
退任 
（三菱化学㈱ 取締役 
 常務執行役員のまま）

取締役（非常勤・社外取締役） 
（三菱化学㈱ 取締役 
 常務執行役員）

氏名 新 現

蓑田 豊一 退任 常勤監査役（社外監査役）

山岡 弘明
退任 
（三菱化学㈱ 理事 
 ＯＰＶ事業推進室統括部長のまま）

監査役（非常勤・社外監査役） 
（三菱化学㈱ 
 ＯＰＶ事業推進室統括部長）

氏名 新 現

菅沼 弘之
取締役 開発部門 副部門長
 兼 技術研究所長

取締役 生産部門管掌
 開発部門 副部門長 
 兼 技術研究所長

河原 文博 取締役 経営企画室長
取締役 経営管理部門管掌
 経営企画室長 

臼井 健二 監査役（非常勤） 常勤監査役
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